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平成27年 11月  日

一乗寺地区都市再生整備計画

平成24年度　～　平成28年度　（5年間） 京都市

・調整池を整備することにより，10年に1度の降雨強度（約50mm/h）により浸水被害を受ける可能性のある家屋等の被害額を1,069百万円（H24）から 0百万円（H28）に減少させる。

（H24当初） （H26末） （H28末）

浸水被害想定額（10年に1度の降雨強度（約50mm/h）により浸水被害を受ける可能性のある家屋等の被害額） 1,069百万円 0百万円

水害に対する対応力の充実度（当該地区の水害に対する対応力が充実していると感じている人の割合）

Ａ1　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業内容 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 （延長・面積等） H24 H25 H26 H27 H28

1-A-1 都市再生 一般 京都市 直接 302

合計 302

Ｂ　関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接 備考
種別 種別 対象 間接 H24 H25 H26 H27 H28

合計

番号 備考

Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H24 H25 H26 H27 H28

合計

番号 備考一体的に実施することにより期待される効果

一体的に実施することにより期待される効果

番号 事業者 要素となる事業名 事業内容
市町村名

港湾・地区名
全体事業費
（百万円）

全体事業費
（百万円）（延長・面積等）

番号 事業者 要素となる事業名
事業内容

市町村名
事業実施期間（年度）

京都市 都市再生整備計画事業（一乗寺地区） 区域面積　A=66.8ha 京都市

交付対象事業

事業者
要素となる事業名

市町村名
全体事業費
（百万円）（事業箇所）

0 百万円 Ｃ 0 百万円
効果促進事業費の割合

0.0%
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
302 百万円 Ａ 302 百万円 Ｂ

40% － 50%

　　計画の成果目標（定量的指標）

・ハード対策による治水機能の向上とソフト対策による防災意識の向上により，当該地区の水害への対応力が充実していると感じている人の割合を40％（H24）から50％（H28）に向上させる。

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
備考

当初現況値 中間目標値

－

最終目標値

社会資本総合整備計画
計画の名称

計画の期間 交付対象

計画の目標

雨に強いまちづくり
　目標１：調整池を整備することにより，河川の負担軽減を図り，水害からまちや人々を守る防災性の高いまちづくりを目指す。
　目標２：水害対策の関連資料の配布や勉強会を行うことで，地域住民の防災意識の向上を図る。



（参考図面）社会資本総合整備計画

計画の名称 一乗寺地区都市再生整備計画

計画の期間 平成24年度　～　平成28年度　（5年間） 交付対象 京都府京都市

凡 例

基幹事業

一乗寺地区

一乗寺

公園
修学院

中学校

修学院

第二

小学校一乗寺駅

茶山駅

1-A-1 都市再生整備計画事業（一乗寺地区）
（地域生活基盤施設 等）



都市再生整備計画

一乗寺
い ち じ ょ う じ

地区

平成２７年１１月

（第１回変更）

京都府
き ょ う と ふ

　京都
き ょ う と

市
し



都市再生整備計画の目標及び計画期間

市町村名 地区名 面積 66.8 ha

平成 24 年度　～ 平成 28 年度 平成 24 年度　～ 平成 年度

目標

目標設定の根拠
まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

（百万円） 平成24年度 平成28年度

（％） 平成24年度 平成28年度

0（百万円）

水害に対する対応力の充実度
当該地区の水害に対する対応力が充実している
と感じている人の割合

ハード対策による治水機能の向上とソフト対策による防災意識の向上を，
地区の水害に対する対応力の充実度としてアンケートにより把握する。

40（％） 50（％）

浸水被害想定額
10年に1度の降雨強度（約50㎜／h）により
浸水被害を受ける可能性ある家屋等の被害額

調整池を整備することによる水害時の安全性を把握する。 1,069（百万円）

当該地区において，第二太田川は人家が連担し住宅が密集しているとともに，下流部の一乗寺幹線水路や一級河川高野川の流下能力も不十分なため，河道改修による対策が困難となっている。
さらに，最近の局所的集中豪雨に対応するため，水害発生時などの緊急時における地域住民の防災対応力向上を図る必要がある。

当該地域の浸水被害の軽減や水害に対する地域住民の対応力の向上に必要な以下の事業を推進することにより，地域の防災性・安全性が向上するとともに，活力のある地域づくりが図られる。
・河道改修による対策が困難なため，第二太田川に隣接する公園の地下に調整池を整備し，調整池下流のネック区間や下流部河川への流出抑制対策を実施する。
・一乗寺公園に防災意識向上を図る情報板を整備する。
・ソフト対策として水害対策の関連資料の配布や勉強会を行う。

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値 目標値

都道府県名 京都府 京都市 一乗寺地区

計画期間 交付期間 28

雨に強いまちづくり
目標１：調整池を整備することにより，河川の負担軽減を図り，水害からまちや人々を守る防災性の高いまちづくりを目指す。
目標２：水害対策の関連資料の配布や勉強会を行うことで，地域住民の防災意識の向上を図る。

当該地区は，東に豊かな自然を有する比叡山が連なり，地形的には丘陵地から平野部に変わる位置にある。
密集した集落の居住環境の向上を図るため，昭和32年～昭和42年にかけて，土地区画整理事業による市街地整備が行われた。
浸水被害については，近年では平成9年及び平成16年に，当該地区を流れる普通河川第二太田川において発生している。



都市再生整備計画の整備方針等

計画区域の整備方針

その他

・水害防災パンフレットの作成（提案事業：まちづくり活動推進事業）
・水害勉強会の開催（提案事業：まちづくり活動推進事業）

方針に合致する主要な事業
・浸水被害の軽減
　○治水対策事業
　　　第二太田川に隣接する一乗寺公園の用地を有効活用し，公園の下に調整池を整備することにより，第二太田川からの溢水を軽減し，雨に強いまちを
目指す。

・調整池整備事業（基幹事業：地域生活基盤施設）

災害発生による緊急時の対応力強化
　○避難所等の設備拡充
　　　・一乗寺公園に情報板や防災倉庫を設置することにより，地区の緊急時の対応力の向上を図るとともに，安全・安心な
　　　まちを目指す。

・情報板設置事業（基幹事業：地域生活基盤施設）
・防災倉庫整備事業（基幹事業：地域生活基盤施設）

・ソフト対策による防災力の向上
　○地域住民の防災意識の向上
　　　水害対策に関連する資料を地域住民に配布すること及び小学生等を対象とした水害に関する勉強会を開催することにより，地域住民の防災意識及び
地区の
　　緊急時の対応力の向上を図り，安全・安心なまちを目指す。



交付対象事業等一覧表

（金額の単位は百万円）
基幹事業①社会資本整備総合交付金

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費

道路

公園

古都及び緑地保全事業

河川

下水道

駐車場有効利用システム

地域生活基盤施設 調整池整備事業 京都市 直 2600m3 24 26 24 26 291 291 291 291

防災倉庫整備事業 京都市 直 1箇所 26 26 26 26 1 1 1 1

情報板設置事業 京都市 直 2基 27 27 27 27 5 5 5 5

高質空間形成施設

高次都市施設

中心拠点誘導施設

生活拠点誘導施設

既存建造物活用事業

土地区画整理事業

市街地再開発事業

住宅街区整備事業

市街地再開発事業

バリアフリー環境整備促進事業

優良建築物等整備事業

拠点開発型

沿道等整備型

密集住宅市街地整備型

耐震改修促進型

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

合計 297 297 297 297 …A'

基幹事業②地域自主戦略交付金
（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費
道路

公園

河川

下水道

合計 0 0 0 0 …A''

※交付期間内事業期間は平成24年度以降を記載 ※H24以降を記載 ※H24以降分を記載

基幹事業　総計（①＋②）

総計 297 297 297 …A=A'+A''

一乗寺公園 0

一乗寺公園 0

0

0

細項目 うち民負担分

0

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

住宅市街地
総合整備
事業

一乗寺公園 0

交付期間内事業期間
細項目 うち民負担分

交付対象事業費

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模

　うち、地域自主戦略交付金対象事業　計 0 　うち、地域自主戦略交付金対象事業　計

（参考）事業期間

国費率 0.4

120.8

0

　うち、社会資本整備総合交付金対象事業　計 302 　うち、社会資本整備総合交付金対象事業　計

302 交付限度額 120.8



提案事業①社会資本整備総合交付金
（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費

京都市 直 － 28 28 28 28 3 3 3 3

京都市 直 － 27 27 27 27 1 1 1 1

京都市 直 － 27 27 27 27 1 1 1 1

合計 5 5 5 5 …B'

提案事業②地域自主戦略交付金
（参考）全体 交付期間内 交付対象

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 事業費

－

－

－

－

合計 0 0 0 0 …B''
※交付期間内事業期間は平成24年度以降を記載 ※H24以降を記載 ※H24以降分を記載

提案事業　総計（①＋②）

総計 5 5 5 …B=B'+B''

合計(A+B) 302
（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度

合計 0

事業期間
全体事業費

0

0

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模
（いずれかに○）

まちづくり活
動推進事業

－

－

事業活用調
査

－

－

細項目 うち民負担分

地域創造
支援事業

0

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

まちづくり活
動推進事業

水害防災パンフレット作成 － 0

水害勉強会の開催 － 0

事業活用調
査

事業効果分析 － 0

細項目 うち民負担分

地域創造
支援事業

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間



都市再生整備計画の区域

　一乗寺地区（京都府京都市） 面積 66.8 ha 区域 修学院第二学区

※　計画区域が分かるような図面を添付すること。

計 画 区 域

凡例

【図面作成上の留意点】

・下図は都市計画総括図を使用すること。未都
計の場合は、適宜下図を作成すること。
・Ａ４横長であれば、縮尺は自由。ただし、必ず
スケールバー・方位を記入すること。
・都市再生整備計画の区域を赤太線縁取りとし、
地区名、区域面積を記入すること。
・地区の相対的な位置関係が明確になるように、
国道、高速道路、IC、鉄道、鉄道駅、ランドマー
クとなるような施設（市役所、文化会館等）につ
いては、必ず図示すること。
・その他必要な事項は適宜追加してよいが、必
ず凡例を記入すること。

【記入要領】

・「区域」欄は、計画区域の主な所在地を記

入すること。
例）○○町○丁目、○丁目、○○町○

丁目の全部と○○町○丁目、○○町○丁
目の一部

●修学院中学校

●修学院第二小学校
一乗寺駅

茶山駅

叡
山
電

鉄高
野

川



浸水被害想定額 （百万円） 1,069 （平成24年度） → 0 （平成28年度）

水害に対する対応力の充実度 （　％　） 40 （平成24年度） → 50 （平成28年度）

一乗寺地区（京都府京都市）　整備方針概要図

目標 雨に強いまちづくり
代表的な

指標
― ―

基幹事業

提案事業

関連事業

凡 例

一乗寺
公園

修学院
中学校

修学院
第二
小学校一乗寺駅

茶山駅

■基幹事業（地域生活基盤施設）

・調整池整備事業
・情報板設置事業
・防災倉庫整備事業

□提案事業（まちづくり活動推進事業）

・水害防災パンフレット作成
・水害勉強会の開催

□提案事業（事業活用調査）

・事業効果分析


